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2014年 11月 17日、Wall Street Journal紙電子版に、"Falling Commodity Prices Hammer Malaysia: 

































図１ 対米ドル為替レートの推移（2014年 6月 2日=100） 





































SITC 品目 輸出額(100万ドル） 輸入額(100万ドル） 純輸出額(100万ドル）
33 石油・石油製品 30,340 29,713 627
34 天然ガス・LNG 20,372 1,737 18,635
42 植物油脂 13,465 1,175 12,289
43 動植物加工油 3,396 345 3,051
23 天然ゴム 2,460 3,266 -806
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5 
況はずっと良い。マレーシアは資源輸出国である以上に、電子・電機製品を中心とした製造業品
の輸出国である。 
 
もし、原油価格が 40ドル台で長期低迷すれば、マレーシア政府の財政への影響は大きい。また、
一次産品部門も、事業計画の大幅な見直しを迫られるだろう。ただ、こうした原油価格の長期低
迷は考えられなくはないとしても、可能性は低い。しかし、まさに、この「考えられなくはない」
という万が一のリスクが、スペキュレーションを可能にする。2010年からマレーシア政府が進め
てきた財政赤字削減は、今回の原油価格下落に「ぎりぎり間に合った」。カナダのシェール・ガス
関連の開発を計画中のペトロナスも、投資の大部分は実行されておらず、事業計画の見直しは「ま
だ間に合う」
（http://www.ft.com/intl/fastft/245621/petronas-defer-final-investment-decision-on-can
adian-lng-project）。 
 
しかし、そうした事実とは無関係に、原油価格の下落と資源輸出国の経済危機シナリオは、手を
携えて進んでいく可能性がある。わずかな経常収支赤字が発表されるとともに格付け機関が国債
を格下げ、通貨と株式が下落、パニック的な資金の流出が起こる。メディアは「双子の赤字」と
危機を煽り、投資のセンチメントが悪化して実体経済が減速する。人々は叫ぶ。「中進国の罠の警
告は、やはり現実になったのだ！」 
 
時に、正論を述べる者はまるでえん罪の容疑者のように袋だたきに遭い、全てが終わった後での
み和解の握手を求められる。それが、世の常である。
（http://www.nytimes.com/1997/09/22/news/22iht-soros.t.html）。 
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